
障害者の力を活かせる組織・職場づくりを
多様な価値観をもった人材の活用は、企業を変化させ、

企業の活性化につながります。
地域障害者職業センターでは、事業主の皆様の雇用管理

に関するニーズ・課題に応じた支援を行います。

障害者雇用の
課題解決を

サポートします
～地域障害者職業センター
（事業主支援）のご案内～

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 新潟支部

新潟障害者職業センターTEL F A X

R4.8月  作成



企業を取り巻く状況

「障害者の雇用の促進等に関する法律」の改正などにより、企業を取り巻く状況は
変化してきており、経営課題としてどう戦略を立てていくかが問われています。

当機構は「誰もが職業をとおして社会参加できる共生社会」を目指し、高齢者や障害者、求職者等
の方々に対する様々な雇用支援施策を国に代わって実施する厚生労働省所管の独立行政法人です。
各都道府県の「地域障害者職業センター」には、「障害者職業カウンセラー」が配置されており、

ハローワーク等の関係機関との密接な連携の下、地域に密着した職業リハビリテーションサービスを
実施しています。

法定雇用率の達成
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企業が直面している課題

厚生労働省が５年ごとに発表する「障害者雇用実態調査」によると、
「仕事の設定」や「雇用イメージ」など、各企業で共通の課題がみられます。

（ 平成30年度の調査結果。身体障害者、知的障害者についても同様の傾向がみられる ）

（※）合理的配慮の提供とは︖ … 過重な負担を及ぼす場合を除き、募集・採用時、及び採用後に、障害の特性に配慮した必要
な措置を講じなければならないもの。障害者との話し合いの中で提供していくことになる。
平成28年4月から、障害者差別の禁止とともに、すべての事業主の義務となっている。

障害者差別の禁止

合理的配慮の提供義務（※）
精神障害者の雇用義務化

多様な人材の確保

障害者職業カウンセラー（障害者雇用の専門家）が
各企業の課題解決をサポートします！！

各企業のご要望や課題に応じて、同業他社の雇用事例や各種制度・助成金の情報提供のほか、
長年蓄積しているノウハウをカスタマイズして、トータル的に雇用管理のサポートを行います。

※ 障害者求人の申込みや求職者の紹介などは、ハローワークが窓口になります。

＜利用方法＞ まずはお気軽にお問い合わせください！ すべての支援が

無料① 電話や会社訪問

障害者雇用の方針や
課題を整理します

② サポート内容の提案

ご要望や課題に応じた
支援計画を提案します

③ サポート＆フォロー

支援計画をもとに
雇用管理を支援します

提案型相談・支援ツール

障害者職業カウンセラーによるサポートの特徴

★ 新規の雇入れから、採用後の定着、職場復帰に至るまで
さまざまな「雇用管理」に関する相談にご対応します︕

★ 全国組織のネットワークを活用したサポートが可能です︕
（各地域で活躍する特定分野の専門家（労務管理、医療、建築などの

「障害者雇用管理サポーター」）とのネットワークもあります）

★ 注目の「企業在籍型ジョブコーチ」の養成も行います︕

★ 年間18,000事業所以上の相談実績があります︕

障害者雇用戦略
立案への助言
（トータルプランニング）

職務の切り出し
＆設定・配置

社内研修の
企画＆実施

（管理職対象・従業員対象）

職場への定着
（ジョブコーチによる支援）

＆復帰
（メンタル不調の休職者

対象のリワーク支援）

合理的配慮の
提供への助言

採用への準備

職場実習
面接対策
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